
                             

 

令和２年度特別養護老人ホーム経営支援補助金 交付申請等提出書類チェックリスト 

※該当がない項目は、斜線を引いて下さい。 

※各提出資料に日付欄がある場合は、提出日を入れて提出してください。 

提出書類名 

確認欄 

法人  

都 
申請書 挙証資料 

① 交付申請等提出書類チェックリスト（本票） ✓  

 

②補助金交付申請書（別記第１号様式、別記第１号様式の２、 

別記第１号様式の３） 
✓   

③別記第４号様式 

 
✓   

④別記第７号様式 

※施設振興費の対象となっている場合のみ 
✓   

⑤元金償還予定表（金融機関が作成したもの） 

※施設振興費の対象となっている場合のみ 
✓   

⑥予算書（又は見込書)抄本 
✓   

⑦印鑑証明書 

（今年度、既に評価加算協議で提出している場合は不要。） 
✓   

⑧支払金口座振替依頼書等 

（昨年度と変更がない場合も提出してください。） 
✓   

⑨評価加算内訳書（別紙３） 

 都の内示を受け、評価加算の申請を行う場合    

【サービス評価・改善計画加算を申請する施設の場合】 

⑩評価機関との「契約書」又は「見積書」の写し 

（同一法人の他事業と契約額が合算されている契約書・見積書

の場合は、内訳書を含む） 
✓   

 

施設名・担当者名 ○○○○ ○○○ 

 電話番号 ○○-○○○○-○○○○ 

 メールアドレス ○○＠○○○〇．〇〇 

施設番号 Ｋ     
 

 

当初交付申請書類 

原本証明が必要 

評価加算の内示を受けている

場合は必須 

どちらか一方でよい 



別記第１号様式              捨                 年   月   日 

                     印              

                                  

 

 

    東 京 都 知 事  殿 

                                      法人所在地 

                                      法 人 名 

                                      代 表 者 名                印 

 

   令和２年度東京都特別養護老人ホーム経営支援補助金の交付申請について  

 

 

 令和  年度において、本会が設置する             の運営等に要する

費用に対する東京都特別養護老人ホーム経営支援補助金として、関係資料を添えて、下記

の金額の交付を申請します。  

 

 

１ 申請額                    円 

 

２ 東京都特別養護老人ホーム経営支援補助金所要額調書  

  別記第１号様式の２のとおり  

 

３ 事業計画書 

    別記第１号様式の３のとおり 

 

  （添付書類） 

  予算書（又は見込書）抄本  

     

 

 

 

  番     号   Ｋ         

  施  設  名             

  担  当  者             

  連絡先電話番号             

 

 

提出日を記入する 

捨印は極力押して下さい。

（捨印によって金額が上書

きされることはありません） 

添付の印鑑証明書と一致すること 

略さずに施設名を正式名称で記入する 

別記第１号様式の２の      と一致 A 
 

略さずに正式名称で記入する 



別記第１号様式の２

令和２年度東京都特別養護老人ホーム経営支援補助金所要額調書

（施設名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （単位　：　円）

算定基準額 都補助金所要額

2,527,200 2,527,000

0

0

0

島しょ特別加算 0

町村部特別加算 0

医療対応強化支援加算 2,000,000 2,000,000

努力・実績加算 3,620,000 3,620,000

600,000 600,000

8,747,200 8,747,000

（注１）　各項目の算定基準額に1,000円未満の端数が生じた場合、都補助金所要額の欄は1,000円未満の端数を切り捨てた額とすること。
（注２）　サービス評価・改善計画加算の欄は、福祉サービス第三者評価受審の場合は600,000円、利用者に対する調査実施の場合は、200,000円とすること。
（注３）　評価加算の額については、評価加算の補助内示の額を示した通知書に記載された額とすること。

区　　　　　　　分

施設振興費
（２，７００円×　　　人×　　　か月）

あん摩マッサージ指圧師加算
（　　　　　　　　円×　　　　　か月）

小規模施設加算
（　　　　　　　　円×　　　　　か月）

合　計

島しょ加算

サービス評価・改善計画加算

評価加算

H12.3.31以前から継続雇用している施設のみ対象

H13.9.1以前に開設した施設のみ対象

自動計算されます
（1,000円未満切り捨て）

千円未満切り捨てと
なる点に注意！

単価は「交付要綱」
付表1を参照

単価は「交付要綱」
付表2を参照

単価は「交付要綱」
別に定める額を参照 評価加算協議で提示した内示額を記入

契約額にかかわらず、下記のいずれか
・第三者評価＝６０万円（一律）
・利用者調査＝２０万円（一律）

A

契約書もしく
は見積書の内

容確認



別記第１号様式の３  

 

               令和２年度事業計画書  

 

１ 設置・経営主体（法人名）  

 

２ 施設名 

 

３ 入所者数    ７５．４      名・定員       ７８    名 

 

４ 職員配置（令和２年４月１日時点）                 （人） 
 

  職  種  基   準  現 員 又は 常 勤 換 算 

 施 設 長  １ １ 

 医 師  必要数 １ 

 生 活 相 談 員  入所者の数が100又はその端 

 数を増すごとに１以上 

        ５ 

 介 護 職 員 又 は 

 看 護 職 員 

 入所者の数が３又はその端数  

 を増すごとに１以上  

        ３４．９ 

 栄 養 士  １以上 ３ 

 機能訓練指導員   １以上 ２ 

 介護支援専門員   １以上 ３ 

 注） ３ 入所者数については、平成１２年３月１７日付老企第４３号「指定介護老人福祉施設

の人員、設備及び運営に関する基準について」に基づき算出すること。  

なお、常勤換算が適用されるものは、常勤換算後の人数を記入すること。 

 

５ 平成１２年３月３１日以前から引き続き常勤雇用関係にある、視覚障害をもつあん摩マッサー

ジ指圧師の配置状況（令和２年度各月１日時点 ※申請日以後の状況は見込みを記入すること。） 

                                   （人） 
 

  ４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月  10月  11月  12月  １月  ２月  ３月  

            

あん摩マッサージ指圧師加算の対象となる「あん摩マッサージ指圧師」の採用年月日 

    年    月    日 

前年度の入所者数の合計÷前年度の日数で平

均を算出 

（小数点第 2位切り上げ） 

年度途中開設施設の場合は、開設日時点 

 

この欄のみ常勤換算で記入 

（小数点第２位以下切り捨て） 

同一人物に限る 
全ての月

に数字が

入 ってい

ること(途

中退職の

場合は月

割で） 

 ・あん摩マッサージの加算を取っている場合

は必ず記入する。 

・また、必ずＨ12.3.31以前であること 



別記第４号様式 

施 設 名   ○○○○    

 

令和２年度特別養護老人ホームの基準適合（実施）状況 

 

東京都特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年東京都条例

第４０号）及び東京都指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平

成２４年東京都条例第４１号）について、貴施設の実施状況等を記入してください。 

また、各々の基準に適合していると判断できる項目には「適」に○を付けてください。「適」

に○が付かない場合は、その理由と今後の計画及び達成予定時期を記入してください。 

 

項   目 

基  準 

実 施 状 況 、 今 後 の 計 画 
適合 

状況 特 指 

基 本 方 針 ３ ３ 

 

 

 

 

適 

構造設備の一般原則 １０ － 

 

 

 

 

 

 

適 

設 備 の 専 用 １２ － 

 

 

 

 

 

 

適 

職 員 の 資 格 要 件 ５ － 

 

 

 

 

 

 

適 

職 員 の 専 従 ６ － 

 

 

 

 

 

 

適 

まず、この欄に実施状況を記入 

（必須）。 

→その上で、適合状況に○を付ける。 



項   目 

基  準 

実 施 状 況 、 今 後 の 計 画 
適合 

状況 特 指 

運 営 規 程 １３ ９ 

 

 

 

 

 

 

適 

非 常 災 害 対 策 ３１ ３９ 

 

 

 

 

 

 

適 

記 録 の 整 備 ３２ ４１ 

 

 

 

 

 

 

適 

設 備 の 基 準 １１ ５ 

 

 

 

 

 

 

適 

職 員 の 配 置 基 準 ４ ４ 

 

 

 

 

 

 

適 

内容及び手続の説明及

び同意 
－ １２ 

 

 

 

 

 

 

適 

提 供 拒 否 の 禁 止 － １３ 

 

 

 

 

 

 

適 

サービス提供困難時の

対応 
１４ １４ 

 

 

 

 

 

 

適 

まず、この欄に実施状況を記入 

（必須）。 

→その上で、適合状況に○を付ける。 



項   目 

基  準 

実 施 状 況 、 今 後 の 計 画 
適合 

状況 特 指 

受 給 資 格 の 確 認 － １５ 

 

 

 

 

 

 

適 

要介護認定の申請に係

る援助 
－ １６ 

 

 

 

 

 

 

適 

入 退 所 １５ １１ 

 

 

 

 

 

 

適 

サービス提供の記録 － １７ 

 

 

 

 

 

 

適 

利 用 料 等 の 受 領 － １８ 

 

 

 

 

 

 

適 

保険給付の請求のため

の証明書の交付 
－ １９ 

 

 

 

 

 

 

適 

入所者の処遇に関する

計画（施設サービス計

画） 

８ ８ 

 

 

 

 

 

 

適 

処 遇 の 方 針 １６ ２０ 

 

 

 

 

 

 

適 

まず、この欄に実施状況を記入 

（必須）。 

→その上で、適合状況に○を付ける。 



項   目 

基  準 

実 施 状 況 、 今 後 の 計 画 
適合 

状況 特 指 

介 護 １７ ２１ 

 

 

 

 

 

 

適 

食 事 １８ ２２ 

 

 

 

 

 

 

適 

相 談 及 び 援 助 １９ ２３ 

 

 

 

 

 

 

適 

社会生活上の便宜の提

供等 
２０ ２４ 

 

 

 

 

 

 

適 

機 能 訓 練 ２１ ２５ 

 

 

 

 

 

 

適 

健 康 管 理 ２２ ２６ 

 

 

 

 

 

 

適 

入所者の入院期間中の

取扱い 
２３ ２７ 

 

 

 

 

 

 

適 

入所者に関する区市町

村への通知 
－ ２８ 

 

 

 

 

 

 

適 

まず、この欄に実施状況を記入 

（必須）。 

→その上で、適合状況に○を付ける。 



項   目 

基  準 

実 施 状 況 、 今 後 の 計 画 
適合 

状況 特 指 

管理者による管理 － ６ 

 

 

 

 

 

 

適 

施 設 長 の 責 務 ７ ７ 

 

 

 

 

 

 

適 

勤務体制の確保等 ９ １０ 

 

 

 

 

 

 

適 

定 員 の 遵 守 ２４ ２９ 

 

 

 

 

 

 

適 

衛 生 管 理 等 ２５ ３０ 

 

 

 

 

 

 

適 

協 力 病 院 等 ２６ ３１ 

 

 

 

 

 

 

適 

掲 示 － ３２ 

 

 

 

 

 

 

適 

秘 密 保 持 等 ２７ ３３ 

 

 

 

 

 

 

適 

まず、この欄に実施状況を記入 

（必須）。 

→その上で、適合状況に○を付ける。 



項   目 

基  準 

実 施 状 況 、 今 後 の 計 画 
適合 

状況 特 指 

広 告 － ３４ 

 

 

 

 

 

 

適 

居宅介護支援事業者に

対する利益供与等の禁

止 

－ ３５ 

 

 

 

 

 

 

適 

苦 情 処 理 ２８ ３６ 

 

 

 

 

 

 

適 

地 域 と の 連 携 等 ２９ ３７ 

 

 

 

 

 

 

適 

事故発生の防止及び発

生時の対応 
３０ ３８ 

 

 

 

 

 

 

適 

会 計 の 区 分 － ４０ 

 

 

 

 

 

 

適 

（注）「特」欄の数字は東京都特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平

成２４年東京都条例第４０号）の該当条番号を、「指」欄の数字は東京都指定介護老人福

祉施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年東京都条例第４１号）の

該当条番号を表す（ユニット型及び一部ユニット型については省略）。 

まず、この欄に実施状況を記入 

（必須）。 

→その上で、適合状況に○を付ける。 



別記第７号様式

施設振興費の対象となっている施設は以下を記載の上、提出すること。

当該補助対象の特養の建物を建設
（竣工）した時期

（↓いずれかに○）
平成　・　昭和

　○年 ○月

（建物の老朽化等により、全面的に建物を建て替えた場合は、建替後の竣工時期を記載）

当該補助対象の特養の建物を建設するための借入金の償還状況

（増築工事や修繕のための借入金は除く。）

元金償還を開始した年度
（↓いずれかに○）

平成　・　昭和
○ 年度

元金償還の終了（予定）年度
（↓いずれかに○）

令和・　平成　・　昭和
○ 年度

令和２年度の元金償還予定額 19,400,000 円

※上記の元金償還予定表（金融機関が作成したもの）の写しを添付すること。

従来より補助対象となっていた施設のみが対象。新規建設・借入案件は対象外。

添付の
償還表
で確認



　　償還約定表

東京都○○区○○○ 貸付金額 ○○○○○ 円
社会福祉法人　○○会御中 貸付利率 ○ ％

貸付年月日 平成○年○月○日
貸付番号 ○○○○ 償還回数 20 回

元金 利息

1 2000 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

2 2001 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

3 2002 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

4 2003 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

5 2004 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

6 2005 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

7 2006 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

8 2007 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

9 2008 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

10 2009 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

11 2010 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

12 2011 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

13 2012 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

14 2013 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

15 2014 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

16 2015 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

17 2016 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

18 2017 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

19 2018 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

20 2019 9 10 ○○○○ ○○○○ 0 ○○○○

備考払込期日償還回数 払込金額 貸付金残高

※金融機関が作成する様式



社会福祉法人　○○○

施設名　○○○ (単位：千円)

科　　　　　目 予  算  額 前年度予算額 差引増減額 備考

  介護保険施設介護料収入 0

    介護報酬

    利用者負担金

  利用者等利用料収入 0

    食費

    居住費

    その他の利用料

　その他の事業収入 10,000,000 10,000,000

　　補助金事業収入 10,000,000 10,000,000 0

　　受託事業収入 0

  経常経費寄付金収入 0

　　経常経費寄付金

  事業活動収入計 0

  人件費支出 0

    役員報酬

    職員給料

    職員賞与

    非常勤職員給与

    退職給付

    法定福利費

  事業費支出 0

    給食費

    介護用品費

    医薬品費

    保健衛生費

    教養娯楽費

    日用品費

    水道光熱費

    燃料費

　　消耗器具備品費

　　車輌費

　事務費支出 0

    福利厚生費

    旅費交通費

    研修研究費

    事務消耗品費

    修繕費

    通信運搬費

    会議費

    広報費

    業務委託費

    手数料

    保険料

    賃借料

    土地・建物賃借料

    租税公課

    保守料

令和２年度(資金)収支予算書

事業活動による支出

事業活動による収入

事業活動による収支

要原本証明

（要日付記入）
拠点単位ではなく、特
養事業単独の収支が分
かるものを提出

本補助金収入に該当す
る科目をマーカー等で
明示すること



    渉外費

    諸会費

    雑費

  利用者負担軽減額 0

    利用者負担軽減額

  支払利息支出 0

    支払利息支出

  その他支出 0

    利用者等外給食費

    雑支出

  事業活動支出計 0

  事業活動資金収支差額 0

  施設整備等補助金収入 0

    施設整備等補助金収入

  施設整備等寄付金収入 0

    施設整備等寄付金収入

  設備資金借入金収入 0

    設備資金借入金収入

  施設整備等収入計 0

　設備資金借入金元金償還支出 0

    設備資金借入金元金償還支出

  固定資産取得支出 0

    土地取得支出

    建物取得支出

    構築物取得支出

    器具及び備品取得支出

    車輌運搬具取得支出

    その他の固定資産取得支出

  施設整備等支出計 0

  施設整備等資金収支差額 0

  その他の活動による収入 0

    ○○収入

  その他の活動収入計 0

その他の活動による支出

  積立資産支出 0

　　退職給付引当金資産支出

    ○○積立資産支出

  その他の活動支出 0

    ○○支出

  その他の活動支出計 0

  その他の活動資金収支差額 0

    予備費

    当期資金収支差額合計 0

    前期末支払資金残高 0

    当期末支払資金残高 0

この予算書は、原本と相違ないことを証明します。

令和２年○月○日

社会福祉法人○○○

理事長○○○　　　　　　印

その他の活動による収入

施設整備等による支出

施設整備等による収入

施設整備等による収支

その他の活動による収支

・要原本証明
・代表者印は
印鑑証明と一致する



 

昨年度と変更 

がなくても提出 印 鑑 証 明 書 
 

 

 

会社法人等番号 ○○○○-○○-○○○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名    称 社会福祉法人○○○ 

主たる事務所 東京都○○○○○○ 

理    事 ○○○○ 

昭和○○年○月○日生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これは提出されている印鑑の写しに相違ないことを証明する。 

令和２年○月○日 

東京法務局○○○○○ 

登記官 ○○○○ 

印

影 

当該年度に発行のものであること 



第１号様式 

 

 

支払金口座振替依頼書 

（新規・変更用） 

 

                                                                 令和２年○○月○○日 

 

東京都知事 殿 

 

 

   東京都から私に支払われる令和２年度東京都特別養護老人ホーム経営支援補助金は口座振替により受領する

ことを希望します。ついては、今後下記の口座に口座振替の方法をもって振り込んでください。 

 

            住 所 ○○○○○○○○○○○○○○○○ 

  依頼人        （連絡先電話番号 ○○（○○○○）○○○○） 

       氏 名 社会福祉法人○○○                                    

理事長 ○○○○          ○印    

                                                                    

              (法人の場合は、法人名及び代表者職・氏名) 

 

 

振込先金融機関名 本・支店名 金融機関・支店コード 種目 口座番号（右詰めで記入） 

            銀行・信用金庫 

○○         信用組合・農協 

                  本店 

        ○○  支店 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ０ ５ ６ ７ ８ ９ ０ 

口座名義人（カタカナ）  ３０文字まで 

 
フ ク ） ○ ○ ○  リ シ  ゙チ ヨ ウ  ○ ○ ○ ○             

 

 

 

 

ご注意 

 

１ 新規・変更の該当する部分を○で囲んでください。 

２ 振込先の口座は依頼人ご本人の口座に限ります。（法人の場合は当該法人の口座に限ります。） 

３ 変更の場合は変更箇所のみご記入ください。 

 

 

 

＊ 種目：預金種目は、次のコードを記入願います。 ：１普通、２当座、４貯蓄 

住所は、印鑑証明書の「主たる事務所」と一致

させてください。 

氏名は、印鑑証明書の「理事」と一致させて

ください。 

※法人名の記入漏れに注意 

印は、印鑑証明書と一致させてく

ださい。 

提出日を記入 

年度相違に注意 

依頼人が法人理事長の場合 

・濁点も一文字として記入して下さい。 

・３０文字以降は記入不要です。 
必ず法人名が含まれる口座

名義を指定して下さい。 



第１号様式 

 

 

支払金口座振替依頼書 

（新規・変更用） 

 

                                                                 令和２年○○月○○日 

 

東京都知事 殿 

 

 

   東京都から私に支払われる令和２年度東京都特別養護老人ホーム経営支援補助金は口座振替により受領する

ことを希望します。ついては、今後下記の口座に口座振替の方法をもって振り込んでください。 

 

            住 所 ○○○○○○○○○○○○○○○○ 

  依頼人        （連絡先電話番号 ○○（○○○○）○○○○） 

       氏 名 特別養護老人ホーム○○○                                    

施設長 ○○○○          ○印    

                                                                    

              (法人の場合は、法人名及び代表者職・氏名) 

 

 

振込先金融機関名 本・支店名 金融機関・支店コード 種目 口座番号（右詰めで記入） 

            銀行・信用金庫 

○○         信用組合・農協 

                  本店 

        ○○  支店 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ０ ５ ６ ７ ８ ９ ０ 

口座名義人（カタカナ）  ３０文字まで 

 
ト ク ヘ  ゙ツ ヨ ウ コ  ゙ロ ウ シ  ゙ン ホ ― ム ○ ○ ○           

 

 

 

 

ご注意 

 

１ 新規・変更の該当する部分を○で囲んでください。 

２ 振込先の口座は依頼人ご本人の口座に限ります。（法人の場合は当該法人の口座に限ります。） 

３ 変更の場合は変更箇所のみご記入ください。 

 

 

 

＊ 種目：預金種目は、次のコードを記入願います。 ：１普通、２当座、４貯蓄 

委任状により施設長に委任している場合は、施

設の住所と一致させてください。 

委任状により施設長に委任している場合は、

施設長名と一致させて下さい。 

※施設名の記入漏れに注意 

委任状により施設長に委任してい

る場合は、施設長印と一致させて

ください。 

提出日を記入 

年度相違に注意 

依頼人が施設長の場合 

・濁点も一文字として記入して下さい。 

・３０文字以降は記入不要です。 

必ず施設名が含まれる口座

名義を指定して下さい。 



 

委 任 状 

 

 

令和２年○月○日 

 

 

東京都知事  殿  

 

 

                    委任者  社会福祉法人○○   

                     理事長  ○○○○  印  

 

 

 

 

 私は下記の者を代理人と定め、令和２年度東京都特別養護老人ホーム経営支援補助金につ

いての受領、返納及び精算に関する一切の権限を委任します。 

 委任期間：令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで。 

      

 

 

      受任者  特別養護老人ホーム○○○  

         施設長  ○○○○    印  

 

 

 

 

 

 

  受任者使用印鑑（代理人印） 

 

法人名・理事長名・印影は、印鑑証

明書と一致させてください。 

年度相違に注意 

施設長印は同じものを２か所押印してく

ださい。 



別紙３ 

令和２年度東京都特別養護老人ホーム経営支援補助金評価加算内訳書 

１ 施設名 

〇〇〇〇 

２ 評価加算申請額 

６，５６７，０００円 

３ 評価加算申請内訳 

（１）医療対応強化支援加算 

２，１００，０００円 

（２）努力・実績加算 

４，４６７，０００円 

 

項目 ポイント数 

サービス提供体制加算 有資格者の割合 ２ 

介護・看護職員の増配置【2：1】 ０ 

職員定着率の向上 ０ 

ボランティアコーディネーターの配置 ３ 

障害者の雇用 ０ 

福祉避難所としての訓練等の実施 ４ 

事業継続計画に基づく訓練の実施 ３ 

自治会等との防災訓練 ４ 

島しょにおける人材確保 ０ 

０ 

サービスの向上 身寄りのない高齢者の受入れ ５ 

社福軽減の実施 ０ 

要介護度の改善 ０ 

看取り介護研修の実施 ２ 

他の社会福祉法人等との連携による人材育成 ０ 

地域社会への貢献等 次世代への介護の魅力発信 ０ 

講座サロン等の開催 ５ 

地域の高齢者の活動の場の提供 ０ 

感染症対策の徹底 ５ 

介護職員のメンタルケア対策の強化 ５ 

利用者・家族に配慮した面会等の実施 ５ 

事業継続計画（BCP）の見直し ３ 

第三者評価等未受審による減額 ０ 

合計 ４６ 

 

内示の内容と

一致すること 



 

福祉サービス第三者評価契約書 

 

 社会福祉法人○○○○(以下「事業者」という。）と特定非営利活動法人○○○(以下「評価機関｣とい

う。）は、事業者に対して評価機関が行う福祉サービス第三者評価について、次のとおり契約(以下「本

契約｣という。）を締結します。 

 

第１章 総則 

 

(契約の目的) 

第１条 評価機関は、利用者本位の福祉の実現のために、福祉サービス第三者評価を実施します。ま

た、さまざまな事業者が行う福祉サービスの内容や質を相互に比較可能な情報とし、利用者や事業者

に情報提供することを通じて、利用者の選択に資するとともにサービスの質の向上に向けた事業者の

取組み資するものとします 

 

(契約期間) 

第２条 本契約期間は、令和２年７月１日から令和３年３月３１日までとします。 

 

(福祉サービス第三者評価） 

第３条 本契約において「福祉サービス第三者評価(以下「評価｣という。）とは、評価機関が助業者に

評価者を派遣し、事業者が提供する福祉サービスについて、財団法人東京都福祉保健財団内に設

置された東京都福祉サービス評価推進機構(以下「機構」という。）が定める評価手法及び共通評価項

目を全て取り込んで実施し、評価を実施した評価者、評価手順、共通評価項目の評価結果等を機構

に報告する、福祉サービスをいいます。 

 

２ 評価機関が事業者に対して実施する評価の内容、手法等の事項は、契約書別紙に定めるとおりと

します。 

 

(評価者) 

第４条 本契約において「評価者」とは、機構の実施する評価者要請講習を修了し、必要なフォローア

ップ研修を受講している者で、かつ、機構が公表する名簿に登載されている者とします。 

 

第２章 契約 

 

(契約金額) 

第５条 事業者は評価機関に対して、評価費用として５９９，４００円(内消費税等４４，４００円)を支払うも

のとします。 

 

(業務の完了) 

第６条 評価機関が第８条第９項の定めに従って報告書を作成し、同条第１０項により事業者に報告書

の提出と説明を行った時は、事業者の公表への同意、不同意にかかわらず、第９条に定める当該評価

結果等についての機構への報告をもって業務が終了した者とみなします。 

 

(契約金額の支払) 

第７条 事業者は、前条により業務が完了し、評価機関からの請求を受けた後、３０日以内に評価機関

が指定する方法で契約金額を支払うものとします。 

 

２ 支払期日において、本条第１校に定める契約金額の支払がなされなかった場合には、評価機関は

事業者に対して、支払期日の翌日から支払完了の日までの日数に応じて年率８パーセントの割合で

計算した遅延利息を併せて請求できるものとします。 

契約書の場合 

（全ページ分提出） 

・当該施設(法人)か 

・ショートステイなど別事業と間違えるケース

が多いので注意 

補助金申請額と契約内容が一致 

第三者評価 or利用者調査 

年度内に終わること 

 

６０万円ちょうどでなくてもよい 



 

第３章 評価機関の義務 

 

(評価機関及び評価者の義務) 

第８条 評価機関及び評価者は、評価の実施にあたって、サービス利用者及びその家族(以下「利用

者等」をいう。）の意思に十分配慮し別に定める倫理規定に則った評価を行う者とします。 

 

２ 評価の実施は、３人以上の評価者が契約時から契約修了まで一貫して行うものとします。 

 

３ 前項に規定する３人以上の評価者は、福祉サービス分野を担当する評価者、組織経営分野を担当

する評価者を組み合わせて構成するものとします。 

 

４ 評価は、利用者調査及び事業評価の両方を実施するものとします。 

 

５ 事業評価の訪問調査は、第８条２項の評価者のうち福祉サービス分野を担当する評価者と組織経

営分野を担当する評価者の各１名以上で、事業所を訪問して実施する者とします。 

 

６ 利用者調査の面接調査において評価者の他に補助者を使用する場合は、評価者の直接的な指

揮監督のもと実施するものとします。 

 

７ 評価機関は、利用者本人への調査の実施など利用者の状態に配慮する必要がある事項について、

事業者と十分協議の上、実施方法、時期等を定め、契約書別紙に明記するものとします。 

 

８ 評価結果は、評価者前印の合議によって決定するものとします。 

 

９ 評価機関は、本契約書及び契約書別紙に定める方法に従って評価を実施し、評価結果及び結果

分析により把握した課題について報告書を作成するものとします。その際、機構が定める結果報告書

様式の内容は、必ず当該報告書に含むものとします。 

 

１０ 評価機関は、評価終了後すみやかに、事業者に対し前項の報告書を提出するとともに、その内

容について説明する者とします。 

 

１１評価者は、評価の実施にあたっては、評価機関に所属する評価者であることを証する書類を絶え

ず所持し、事業者から提示を求められた時はそれを提示するものとします。 

 

(東京都福祉サービス評価推進機構への報告及び情報の公表） 

第９条 評価機関は、評価を実施した評価者、評価手順、共通評価項目の評価結果等を機構へ報告

するものとします。また、利用者等による福祉サービスの選択に役立てるため、機構がその報告内容を

公表することを承諾するものとします。ただし、事業者が評価結果等の一部又は全部について公表を

望まない場合は、その理由を付して機構に報告するとともに、その旨を機構が公表することを承諾する

ものとします。 

 

(評価者の禁止行為) 

第１０条 評価者は、評価の実施に当たって、次の各号に該当する行為を行いません。 

（１）事業者から評価料金とは別に金品を受取ること。 

（２）事業者又は利用者等に対する宗教活動、政治活動、その他迷惑行為 

 

 

(守秘義務) 

第１１条 評価機関が収集する情報は、評価実施に必要な最小限の情報とし、評価機関は評価以外



の目的には決して使用しません。 

 

２ 評価機関は、評価を実施する上で知り得た事業者及び利用者等に関する情報を、第三者に漏洩し

ません。この守秘義務は契約修了後も同様です。 

 

３ 前項に関わらず評価機関は、緊急を要する事項（明らかな法令違反により、入居者に対するサービ

スの質が著しく低下している場合等）があった場合には、監督行政機関等に事業者や利用者等に関

する状況等の情報を提供できるものとします。 

 

４ 評価機関は、利用者調査及び事業評価の実施において得られた、記入者が特定される可能性の

ある調査結果については、記入者が特定されないよう加工した上で事業者に報告するものとします。

回答の記入はされた個人の調査表については、評価機関以外のものに漏洩しないよう廃棄する等の

処理を行うものとします。 

 

５ 評価機関は、利用者等に関する情報が記載された書類については、事業者への訪問調査を行う

際に現地で確認することとし、事業書の外に持ち出さないこととします。 

 

６ 評価機関は、事業者が業務上作成している内部資料等については、原則として事業者への訪問

調査を行う際に現地で確認することとし、事業所の外に持ち出さないこととします。ただし、事業者の同

意がある場合にはこの限りではありません。その場合、評価機関は事業者から提供された本件業務に

関する資料等を善良なる管理者の注意をもって管理、保管し、かつ本件業務以外の用途に使用しま

せん。 

 

７ 評価機関は、本契約に基づき作成した評価結果及び報告書を、善良なる管理者の注意をもって３

年間管理、保管した後、廃棄処分するものとします。保管期間中は、本件以外の用途に使用しませ

ん。 

 

第４章 事業者の義務 

 

(評価の実施に関する事項) 

第１２条 事業者は自らのサービス提供に支障のない限り評価の実施に協力し、評価機関の求めに応

じて、評価に必要な、事業者に関する情報及び利用者等の同意を得た上での利用者等に関する情報

を提供するものとします。 

 

２ 事業者は、利用者本人への調査の実施など利用者の状態に配慮する必要がある事項について、

評価機関へ必要な注意事項等の情報を提供し、十分協議の上、実施方法、時期等を定めるものとしま

す。 

 

(東京都福祉サービス評価推進機構への報告及び情報の公表の承諾） 

第１３条 事業者は、評価機関が評価を実施した評価者、評価手順、共通評価項目の評価結果等を

機構に報告することを承諾します。 

２ 事業者は、利用者等による福祉サービスの選択に役立てるため、機構が前項の報告内容を公表す

ることを承諾するものとします。ただし、事業者が評価結果等の一部又は全部について公表を望まない

場合は、その旨を申し出ることができるものとします。その場合には、公表を望まない旨を、評価機関が

機構にその理由を付して報告することを承諾するものとします。また、公表を望まない旨を機構が公表

することを承諾するものとします。 

 

第５章 損害賠償 

 

(契約内容の変更) 



第１４条 評価機関及び事業者は、相手方と協議の上で、評価契約内容についての変更又は履行の

一時中止をできるものとします。 

 

２ 前項の規定により契約金額を変更するときは、双方の協議の上で定めるものとします。 

 

(契約の解除) 

第１５条 評価機関及び事業者は、相手方と協議の上で、評価契約を解除することができるものとしま

す。 

 

２ 前項の場合に、既に実施した評価の費用の支払については、両者協議の上で決定するものとしま

す。 

 

(事業者からの契約の解除) 

第１６条 事業者は、評価機関が以下の事由に該当する場合には、本契約を解除することができるもの

とします。 

（１）評価機関が正当な理由なく本契約に定める評価を実施せず、事業者の請求にもかかわらずこれ

を実施しようとしない場合 

（２）評価機関が第１１条に定める守秘義務に違反した場合 

（３）評価機関が、事業者もしくは利用者等の生命・身体・財産等を傷つけ、又は著しい不信行為を行う

など、本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

（４）評価を実施している間に、評価機関が認証を取り消された場合 

 

(評価機関からの契約の解除) 

第１７条 評価機関は、事業者が以下の事由に該当する場合には、本契約を解除することができるもの

とします。 

（１）事業者が、評価機関及び評価者の生命・身体・財産・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行

うなど、本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

（２）事業者が評価対象の福祉サービスの提供をやめた場合 

 

２ 前項の場合に、事業者は、既に実施した評価の費用を評価機関に支払うものとします。 

 

第６章 損害賠償 

 

(評価機関の損害賠償) 

第１８条 評価機関が、自己の責に帰すべき事由により本契約の定めに違反し、事業者が損害を被っ

た場合には、評価機関は事業者が被った損害を賠償するものとします。 

 

(事業者の損害賠償責任) 

第１９条 事業者が、自己の責に帰すべき事由により本契約の定めに違反し、評価機関が被害を被っ

た場合には、事業者は評価機関が被った損害を賠償するものとします。 

 

第７章 その他 

 

(苦情対応) 

第２０条 評価機関は、事業者と利用者等からの評価に関する苦情に対して、苦情を受け付ける窓口

及び担当者を設置して適切に対応するものとします。 

 

(協議事項) 

第２１条 本契約に疑義が生じた場合、又は本契約に定められていない事項が生じた場合には、事業

者と評価機関は誠意を持って協議の上、解決に努めるものとします。 



 

上記の契約を証するため、本書２通を作成し、事業者、評価機関、評価者が記名捺印の上、事業者と

評価機関各々が各１通を保有するものとします。 

 

令和２年  月  日 

 

評価機関  東京都○○○○○○ 

評価機関認証番号 №機構○○-○○○ 

評価機関名 ○○○○○ 

理事長 ○○○ 

 

事業者 東京都○○○○○○ 

事業者名 ○○○○ 

施設長 ○○○ 

 

 

 

 

・記入漏れ多いので必ず記入のこと 

・必ず当該年度の契約であること 



社会福祉法人　○○○○　御中

東京都○○○○○○

特定非営利活動法人○○○

理事長　○○○

見積内容：○○○○第三者評価

(見積金額)　金　　　５９９，４００円也

見積内訳 費用 備考

1.人件費 1.評価方法等の説明 30,000 円

2.事業評価 34,000 円

3.職員・利用者調査 140,000 円

4.保護者調査 130,000 円

5.訪問調査 111,000 円

6.評価結果報告 30,000 円

7.レポート作成 40,000 円

小計 515,000 円

2.技術料

3.直接経費 40,000 諸経費

4.小計 555,000

5.消費税 44,400

合計 599,400

御見積書

項目

令和２年○月○日

当該施設(法人)と
一致しているか

当該年度のものであるこ

見積内容が補助金申請の内容と一
致

第三者評価or利用者調査

見積書の場合


